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  女性の就業が進むなど社会の実情が大きく変化している中で、配偶者の収入要

件がある「配偶者手当」については、税制・社会保障制度とともに、女性パート

タイム労働者の就業調整の要因となっていると指摘されています。 

税制・社会保障制度については、配偶者控除等の見直しや被用者保険の適用拡

大などの制度改正が行われており、配偶者の収入要件がある「配偶者手当」につ

いても、配偶者の働き方に中立的な制度となるよう見直しを進めることが望まれ

ます。 

 

 

   「配偶者手当」を含めた賃金制度の円滑な見直しに当たっては、労働契約法、判例などに加え、企業

事例などを踏まえ、以下に留意する必要があります。 

 

※ 就業規則により「配偶者手当」を含めた賃金制度の変更を行う場合には、労働契約法の規定等の関係法

令や判例も踏まえた対応が必要となります。 

※ ｢配偶者手当の見直しを実施・検討した企業の例」や「『配偶者手当』の円滑な見直しに向けた留意点」

などの詳細につきましては、「『配偶者手当』の在り方の検討に向けて～配偶者手当の在り方の検討に関

し考慮すべき事項～（実務資料編）」をご参照ください。 

■ 厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/haigusha.html 


